
令和５年度ヘイトスピーチ対策専門部会　説明資料

省庁・地方公共団体名：東京都

■取組
　平成30年10月に制定した「東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を
目指す条例」に基づき啓発等の取組を実施
　令和３年６月から条例第12条に基づく拡散防止措置として、東京都が認定したヘイトスピー
チに関するインターネット上の動画等について、東京法務局への削除要請を開始

【第三者機関（審査会）の状況】
有識者等５名により構成　約２か月に１回実施
条例制定から令和５年９月までに23回開催

【事案の概要等公表】
審査会の審議を経て、東京都が不当な差別的言動に該当すると認めた事案を公表
条例制定から令和５年９月までに30件の表現活動を公表
（公表内容）
・表現活動の内容（活動日、場所、言動等）
【拡散防止措置】
令和３年６月以降に概要公表をした内容について、東京法務局に削除要請を実施
これまでに７回要請。

【啓発活動】
〇都営地下鉄全駅にポスターを掲出
〇新宿駅及び都庁舎内のデジタルサイネージに人権尊重の動画（人権部HPに掲載）を掲出
〇リーフレット等を作成しイベント時に配布

■課題
同様のヘイトスピーチが繰り返されていること

※東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例【抜粋】
（目的）
第一条　この条例は、東京都（以下「都」という。）が、啓発、教育等（以下「啓発等」という。）の
施策を総合的に実施していくことにより、いかなる種類の差別も許されないという、オリンピッ
ク憲章にうたわれる人権尊重の理念が広く都民等に一層浸透した都市となることを目的とす
る。

議題１　各地方公共団体におけるヘイトスピーチの解消に向けた取組及び今後の課題につ
いて
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国立市政策経営部市長室
室長 吉田 徳史
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・本条例は「人権」「多様性」「平和」に関する
市の基本的な理念を示すもの

・平成30年12月の市議会で条例可決（全会一致）
⇒平成31年4月1日施行

・一人一人の多様性を認め合い、ソーシャル・インクルー
ジョンの理念のもとに、不当な差別や暴力のない、平和な
まちづくりを目指す趣旨

「国立市人権を尊重し多様性を認め合う
平和なまちづくり基本条例」
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条例の特徴①
（１）基本条例としての位置づけ【前文】
・人権･多様性･平和の基礎となる基本条例
としての位置付け
・包括的な人権を範囲とする条例
（前文の一部）
今もなお、人種、皮膚の色、民族、国籍、信条、性別、性的指向、
性自認、しょうがい、疾病、職業、年齢、被差別部落出身その他経
歴等を理由とした不当な差別や暴力等の人権侵害が存在し、日常の
暮らしの脅威となっている。
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条例の特徴②
（２）差別解消三法を明記【前文】
・｢地域の実情に応じた｣差別解消に取組むことを明記

（前文の一部）
国においては、日本国憲法に掲げる基本的人権の尊重と恒久
平和の理念の下、人権や平和に関する法制度の整備等の様々
な取組が行われてきた。近年では、障害を理由とする差別の
解消の推進に関する法律、本邦外出身者に対する不当な差別
的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律及び部落差別
の解消の推進に関する法律が制定され、地方自治体において
も、地域の実情に応じた差別解消を推進するための更なる取
組が求められている。
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条例の特徴③
（３）不当な差別及び暴力の禁止【第３条】
・「人権侵害を許さない」という市の姿勢を示すために、
差別禁止を規定

（不当な差別及び暴力の禁止）
第 ３ 条 何人も、人種、皮膚の色、民族、国籍、信条、性別、
性的指向、性自認、しょうがい、疾病、職業、年齢、被差別部
落出身その他経歴等を理由とした差別（以下「不当な差別」と
いう。）を行ってはならない。
２ 何人も、いかなる暴力（身体に対する不法な攻撃及びこれ
に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）も行っては
ならない。
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・平成24年（2012年）
市内のご家庭のドアに民族差別
感情をあらわにした誹謗・中傷
するビラが貼られた。

・平成24年（2012年）
市内のご家庭のドアに民族差別
感情をあらわにした誹謗・中傷
するビラが貼られた。

・平成16年（2004年）
市内に大量の差別ハガキが届く

・平成16年（2004年）
市内に大量の差別ハガキが届く

国立市における差別事象

実際に送られたハガキの一部
（市報くにたちH16年7/5号抜粋）

市報くにたちH24年10/20号抜粋
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国立市における事例（条例制定後）

2021年3月 情報番組でアイヌ民族に関する
差別につながる表現が放送される。

差別の助⾧につながる行為には、市として即対応し、
市民にも情報を公開し、差別を許さない姿勢を示す

2021年4月1日 国立市内において
上記放送での表現と同様の落書きが市民か
らの通報で発見。
市職員が現場を確認し、記録・遮蔽・警察
への通報・所有者への情報提供・消去依頼
等を行った。
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条例の特徴④
（４）市⾧の使命の規定【第４条】
・市⾧は、市民の信託を受けた代表者として、条例の基本原則に
基づき差別解消及び人権・平和のまちづくりを推進
⇒ 市⾧が変わっても取り組みは継続

（市⾧の使命）
第 ４ 条 市⾧は、第２条に規定する基本原則（以下単に
「基本原則」という。）に基づき、市の施策を決定する際
には、ソーシャル・インクルージョンの理念の下、人
権・平和のまちづくりを推進するものであることを基礎
として判断しなければならない。
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条例制定後の取組み（一例）
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「くにたち人権月間」
国立市では１２月４日～１０日の「人権週間」を拡大し、「くにたち人権月間」として、
市内各所で当事者団体や企業との協働による人権の催しを開催。
令和４年度は、計２６本の企画を実施。
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　禁止の対象は厳格に絞りこまれており、外
国や外国人に対する批判が全て禁止されて
いるわけではありません。
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電話相談

令和5（2023）年3月発行
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令和５年度ヘイトスピーチ対策専門部会　説明資料

省庁・地方公共団体名：神奈川県相模原市

　本市では、（仮称）相模原市人権尊重のまちづくり条例の制定について審議会に諮問し、同
条例に規定すべき内容が市長に答申された。その答申の中にヘイトスピーチ（不当な差別的
言動）に係る項目があり、現在、同条例の制定に向け検討を進めているところである。

１　検討経過
（１）諮問・答申
　令和元年１１月　諮問、令和５年３月　答申
（２）審議会数
　令和元年度　２回　　令和２年度　３回
　令和３年度　 ５回  　令和４年度　１３回

２　答申の内容
　以下のページに掲載
　https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei/1026766/1013001/1013003/index.html

３　今後の予定
　令和５年度中の制定に向け検討中

議題１
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本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組
（2022年10月1日から実施）

■県が設置する公の施設に関する指針

・本邦外出身者に対する不当な差別的言動が行われることを防止するため
の利用許可等の「指針」を策定

■本邦外出身者に対する不当な差別的言動の概要の公表

・公共の場所で行われた場合、愛知県人権施策推進審議会の意見を聴いた
上で、当該差別的言動の「概要」を公表

氏名や団体名、
住所や所在地の
公表はしない

罰則なし 啓発が目的

愛知県

27

Administrator
愛知県

Administrator
テキストボックス



Administrator
テキストボックス
資料１－５




令和５年度ヘイトスピーチ対策専門部会　説明資料

省庁・地方公共団体名：大阪府

○改正理由
　
　「大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例」の附則の規定に基づ
き、令和４年５月に「大阪府インターネット上の人権侵害の解消に関する有識者会議」を設置し、実効性の
ある施策について意見を取りまとめた。
　今般、有識者会議の意見を踏まえ、不当な差別的言動に対する削除要請等の拡充等の施策を実施する
にあたって、その根拠を明確にするため、現行条例の一部を改正するもの。

○経過
　
　令和４年４月　「大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例」施行
　　　　　　 ５月　「大阪府インターネット上の人権侵害の解消に関する有識者会議」設置
　令和５年３月　「大阪府インターネット上の人権侵害の解消に関する有識者会議」の意見を取りまとめ
　　　　　　 ６月　「大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例」の改正
　　　　　　　　　について、大阪府人権施策推進審議会へ諮問
　　　　　　 ７月　大阪府人権施策推進審議会から答申
　　　　　　 ８月　パブリックコメント実施（９月１１日募集結果公表）
　　　　　　 ９月　府議会に条例改正案を提出

○改正内容
　
　現行条例に以下の規定を追加する
①プロバイダ事業者への削除要請等
　被害者が削除要請を行っても情報の削除がなされず、府に対応を求める場合であって、その情報が明ら
かに不当な差別的言動であると認められるときなど、必要に応じて、プロバイダ事業者等や国への削除要
請等を実施すること。

②行為者への助言・説示
　削除要請等を行ってもなお情報の削除がなされず、被害者が府に対応を求める場合であって、当該不当
な差別的言動の行為者が明らかであると認められるときなど、必要に応じて、行為者に対して、情報の削
除に向けた助言・説示を実施すること。

③大阪府人権施策推進審議会への諮問
　削除要請等や助言・説示などを行うにあたっては、客観性、公正・中立性を確保する必要があることか
ら、審議会へ以下の事項を諮問すること。
　　　・削除要請等や助言・説示を行うにあたっての基本的な考え方
　　　・インターネット上の人権侵害の解消推進施策の検証、新たな取組の検討等

④不当な差別的言動の定義
　削除要請等や助言・説示の対象となる不当な差別的言動の定義を規定する。

⑤事業者の責務
　インターネット上の人権侵害への対応は、事業者の理解と協力が不可欠であるため、事業者の責務を規
定する。

○施行日
　
　上記３.①②については、令和６年４月１日
　上記３.③④⑤については、公布の日

議題１　ヘイトスピーチの解消に向けた取組等について
　「大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例の一部改
正」
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第７回ヘイトスピーチ対策専門部会 議題１関連資料 
 

地方公共団体名： 大阪府大阪市   
 
 
大阪市では、市民等の人権擁護とヘイトスピーチの抑止を図るため、平成 28 

年１月 18 日に「大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条例」を制定・公布し、

同年７月１日から全部施行しているところです。 

条例では、市民等からの申出等に基づき、学識経験者などで構成する「大阪

市ヘイトスピーチ審査会」の意見を聴き、表現活動がヘイトスピーチに該当す

る場合、当該表現内容の拡散防止措置をとるとともに、表現内容の概要、表現

活動を行ったものの氏名又は名称等を公表することとしています。 

これまでの取組状況については、令和５年 10 月 13 日時点で、以下のとおり

となっております。 

・審査会に諮問した件数：68 件 

・現在調査審議中の件数：28 件（※） 

（うち、市民等から申出があった件数：５件） 

（うち、市長が職権で取り上げた件数：23 件） 

※ヘイトスピーチと認定したが、拡散防止の措置や認識等の公表に向けた調

査審議を進めているもの５件（市民等から申出があったもの２件、市長が

職権で取り上げたもの３件）を含む 

・調査審議を終了した案件：40 件 

（うち、ヘイトスピーチと認定し、拡散防止の措置及び認識等の公表を行っ

た件数：12 件） 
 
 なお、諮問案件全体及び現在調査審議中の案件のうち、インターネット上の

表現活動を含む案件の割合は、いずれも概ね８割弱です。 
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各地方公共団体におけるヘイトスピーチの解消に向けた取組及び今後の課題について

令和５年度ヘイトスピーチ対策専門部会　説明資料

省庁・地方公共団体名：京都府

議題１　

＜今後の課題＞
〇ヘイトスピーチが発生した際の実効性のある対策（包括的な差別禁止の法制度の確立、人
権救済機関の設置）
〇インターネット上のヘイトスピーチへの対応（削除要請に応じないプロバイダ等への対応）

＜京都府の取組＞
〇「京都府公の施設等におけるヘイトスピーチ防止のための使用手続に関するガイドライン」
の策定（Ｈ３０．３）
府の公の施設において、ヘイトスピーチを防止するため、施設の設置・管理条例に基づく使
用制限規定を解釈・運用する際の基準（府内全市町村で、令和２年８月までに同様のガイドラ
インを策定）
〇啓発冊子「ヘイトスピーチと人権」の作成
〇府・市町村職員向け研修「ヘイトスピーチと人権」の実施
〇府民だより、新聞意見広告等を活用した府民啓発
〇相談体制の整備（人権問題法律相談～京都府リーガルレスキュー隊～）
〇京都府立大学と連携し、ヘイトスピーチを含む人権侵害と考えられる書込等のモニタリング
を実施
〇インターネット研究会にて、講演「インターネット上の部落差別など誹謗中傷に対する法律
を踏まえた対応」を実施
〇人権啓発スポットCM「インターネットと人権」の作成
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	スライド 1: 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組 （2022年10月1日から実施）


